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内部統制システムの基本方針 

 

当社は、広く社会から信頼される企業を目指しており、経営の効率性、健全性の向上と透明性を確保し、

公正な企業活動を基本方針として企業価値を継続的に高めていくため、内部統制システムを整備し運用する

ことが経営上の重要な課題であると考え、次のとおり内部統制システムの基本方針を整備する。 

 

記 

 

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制  

（１）倫理綱領に則り、取締役および使用人は、法令、定款、経営理念その他の社会的規範等を遵守し公正

な企業活動を行うこととする。 

また、本綱領の内容の徹底を図るため、本綱領を取締役および使用人に対し配布すると共に、コンプ

ライアンス担当取締役を任命し、経営企画室が中心となってコンプライアンスプログラムの整備および

教育等を実施し、周知徹底を図るものとする。 

（２）コンプライアンスの充実のため社内外の研修を積極的に活用し、意識の維持・向上を図ることとする。 

（３）コンプライアンス相談窓口を経営企画室に設置すると共に、顧問法律事務所に相談窓口を設置しコン

プライアンスに関する事項のほか、幅広く相談を受付け、迅速な対応をとれる体制を整えることとする。 

（４）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその体制として、倫理綱領の行動基準の中に、法令

や社会規範等を誠実かつ謙虚に遵守するだけでなく、違法行為や反社会的行為は動機の如何を問わず行

わず、またそれを許さないという基本姿勢を定めるものとする。 

   また、リスク管理規程の中で対応の手順を定めると共に、対応窓口を設定して平素より顧問弁護士、

警察署などと密接な連携をとり、速やかに対処できる体制を整備するものとする。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

（１）文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、「文書等」とい

う。）に記録し、保存および管理する。 

（２）取締役は、文書管理規程により、常時これらの文書等を閲覧できるものとし、その体制を整備するも

のとする。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

（１）リスク管理規程に則り、取締役、使用人等が協力して不正行為や法令違反行為を未然に防ぎリスクを

回避する体制、および万一重大なリスクが発生した場合、被害を最小限にくいとめる体制を整備するも

のとする。 

（２）リスク管理の業務を遂行するリスク管理オフィサーを設置し、リスク管理委員会に業務の遂行状況を

報告するものとする。 
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

（１）職務権限規程で、代表取締役、取締役、執行役員、使用人等の責任と権限を明らかにして業務の円滑

かつ効率的運営を確保し、取締役会は、会社経営の基本方針、法令で定められた事項、および取締役会

規程に定められた決議事項を決定するものとする。 

（２）取締役および執行役員によって構成される経営会議で、業務執行に関する個別経営課題を実務的に協

議するものとする。 

（３）中期経営計画を策定し、グループ基本戦略や経営目標を明確にすると共に、年度予算で売上や利益目

標を設定し、その進捗状況を監督するものとする。 

 

５．財務報告の適正性を確保するための体制  

（１）当社およびグループ各社の取締役は、適正な財務報告書を作成することが社会的信用の維持・向上の

ために極めて重要であることを認識すると共に、財務報告の適正性を確保するため全役職員に対し、定

期的な諸会議を利用して周知徹底を図るものとする。 

（２）当社およびグループ会社は、財務報告書の作成過程において不正又は誤謬による虚偽記載等が生じな

いよう会計システムの見直しを進め実効性のある内部統制を整備するものとする。 

 

６．当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制  

（１）連結グループ会社も内部統制システムを整備し、リスク管理体制、コンプライアンス体制がグループ

全体に適用され業務の適正を確保するものとする。 

（２）グループ会社の管理については、関係会社管理規程を定め管理する体制とする。 

（３）コンプライアンスに関する相談、通報については、当社窓口を直接利用できる体制とする。 

 

７．監査等委員会の職務を補助すべき使用人および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

監査室は、監査等委員会の職務を補助し、補助に際しては、監査等委員会の指揮命令に従うものとす

る。 

 

８．前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項 

   前号の監査室の使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分は、当社取締役（監査等委員である取締役を

除く。以下、「当社取締役」という。）と常勤の監査等委員である取締役（以下、「監査等委員」という。）

が意見交換を行い、監査等委員会の同意を得るものとする。 

 

９．当社取締役および使用人並びに子会社の取締役、監査役および使用人等が監査等委員会に報告をするた

めの体制その他の監査等委員会への報告に関する体制 

（１）当社取締役および使用人並びに子会社の取締役、監査役および使用人等は、当社および子会社に著し

い損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、直ちに、当該事実を監査等委員会に報

告するものとする。 
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（２）監査等委員会の職務遂行のため、当社取締役および使用人並びに子会社の取締役、監査役および使用

人等は、会社経営および事業運営上の重要事項（コンプライアンスおよびリスクに関する事項、その他

内部統制に関する事項を含む）、並びに業務執行の状況および結果について監査等委員会に報告するもの

とする。 

（３）監査等委員会に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないものと

する。 

 

10．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１）監査等委員会は、代表取締役、会計監査人と定期的に会合をもち、お互いに意思の疎通を図り、積極

的に意見および情報の交換を行なうものとする。 

（２）連結グループ会社の監査役とグループ監査役連絡会を定期的に開催し、各社の活動や監査結果の報告

を通じて意見および情報の交換等、連結グループ会社との連携体制の確立を図るものとする。 

（３）監査等委員会は、監査室と内部監査計画について事前協議を行う。また、監査室から監査結果等の報

告を定期的に受けることができる。 

（４）監査等委員が職務の執行(監査等委員会の職務に関するものに限る。) について、費用の前払い等の請

求をしたときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと明らかに認められるときを除き、その費

用を負担する。 
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